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開催日時 7月4日（火）13:00～17:20 7月7日（金）13:00～17:20 7月10 日（月）13:00～17:20

研修名

Day①入門編
開発途上国でのビジネス展開の

魅力と可能性

Day②基礎編
中小企業・SDGsビジネス支援事業の

特徴と活用方法

Day③実践編
開発途上国でのビジネスの事業立案と中
小企業・SDGsビジネス支援事業応募時の

企画書の書き方

対象企業像

• 開発課題解決に資する製品/技術/サービ
スをお持ちで、開発途上国でのビジネス展
開を志向する企業様

• 開発課題解決に資する製品/技術/サー
ビスをお持ちで、中小企業・SDGsビジネ
ス支援事業（以下、本事業）の活用
方法を知りたいとお考えの企業様

• 開発課題解決に資する製品/技術/サービ
スをお持ちで、具体的に企画書の書き方
を知りたいとお考えの企業様

狙い・到達

目標
• 開発途上国でのビジネス展開の実態を知
り、自社製品の貢献可能性を理解する

• 本事業の特徴や活用方法を理解する
• 開発途上国での事業立案方法や応募時
の企画書の書き方を理解する

講義内容

（予定）

• 13:00～14:00：
開発途上国でのビジネス展開の実態とポ
テンシャル

• 14:10～15:40：
開発途上国でのビジネス展開の事例
（体験談含む）

• 15:50～17:20：
開発課題と自社製品のマッチング

• 17:20～17:30：
Q&A

• 13:00～14:00：
JICAの特徴と開発途上国でのビジネス
展開における強み

• 14:10～15:40：
本事業の提供価値と現地ニーズに合わ
せた製品・サービスの検討

• 15:50～17:20：
本事業の活用事例（体験談含む）

• 17:20～17:30：
Q&A

• 13:00～14:30：
開発課題に即した事業立案方法

• 14:50～17:20：
企画書の書き方と評価のポイント

• 17:20～17:30：
Q&A
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研修の全体像

「Day③実践編」では、開発課題解決に資する製品/技術/サービスをお持ちで、具体的に企画書の書き方を知りたいとお考えの

企業様に対して、開発課題の即した事業の立案方法や企画書の書き方などをお伝えします
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研修の全体像

質の高い企画書が作成できるよう、途上国ビジネスの魅力から開発課題解決に即した事
業戦略まで順を追って理解できる内容となっております

概要と事例を知る 企画書に落としこむ自社事業について考える

Day③

Day②

Day①

1コマ目
開発途上国でのビジネス
展開の実態とポテンシャル

2コマ目
開発途上国でのビジネス展
開の事例（体験談含む）

3コマ目
開発課題と自社製品の
マッチング

1コマ目
開発課題に即した事業
立案方法

2コマ目
企画書の書き方と
評価のポイント

3コマ目
本事業の活用事例
（体験談含む）

1コマ目
JICAの特徴と開発途上国
でのビジネス展開における強み

中小企業・

SDGsビジネス

支援事業を活

用した開発途

上国でのビジ

ネス展開

開発課題解決

によるビジネス

展開

JICA事業の

活用

個人ワーク！ 個人ワーク！

個人ワーク！ 個人ワーク！

2コマ目
本事業の提供価値と現地ニー
ズに合わせた製品・サービスの
検討
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実施

形態

セミナー形式（個人ワーク有）

※本日の研修はオンデマンド視聴用に

録画をいたします。

実施

目的
⚫ 説得力のある企画書の書き方を理解する

登壇

講師
⚫ 国際協力機構(JICA) 奥本恵世

⚫ 有限責任監査法人トーマツ 中根望

実施方法 タイムテーブル

実践編「企画書の書き方と評価のポイント」の研修概要

本研修は中小企業・SDGsビジネス支援事業の応募企画書の書き方を理解することを目的としています

開始 ～ 終了 ラップ 内容

14:50 ～ 14:55 5分 本研修の目的

14:55 ～ 15:10 15分

JICA 中小企業・SDGsビジネス支

援事業の概要説明（募集形態、

企画書の目的や位置づけ）

15:10 ～ 15:40 30分

企画書の形式と評価のポイント

（ニーズ確認調査、ビジネス化実

証事業）

15:40 ～ 16:10 30分
個人ワーク➀～③

（ワーク＋解説）

16:10 ～ 16:20 10分
企画書に挿入する為のビジネスス

キーム図の書き方

16:20 ～ 16:35 15分 個人ワーク④（ワーク＋解説）

16:35 ～ 16:50 15分
その他のビジネススキーム資料サン

プル

16:50 ～ 16:55 5分 企画書作成における留意点

16:55 ～ 17:20 25分 Q&A

- 事後アンケート
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講師紹介

講師

竹内 知成

有限責任監査法人トーマツ

リスクアドバイザリー事業本部

ガバメント＆パブリックサービシーズ

シニアマネジャー

ICT for Development修士、ITストラテジスト

TOEIC 960

◼ 経歴

➢ 国内システムインテグレータ、JICA青年海外協力隊（エチオピア）、在エチオピア日本大使

館勤務を経て、マンチェスター大学大学院に進学（情報通信技術を活用した国際開発

（ICT for Development）修士課程）

➢ JICA職員として、情報システム部、経済基盤開発部、ガーナ事務所などで、情報通信分

野を中心に多くのODA案件形成や運営管理に従事

➢ アビームコンサルティング株式会社（ODA調査や民間企業の海外展開支援）を経て現職

ファシリテーター

中根 望

有限責任監査法人トーマツ

リスクアドバイザリー事業本部

ガバメント＆パブリックサービシーズ

シニアスタッフ

情報処理安全確保支援士

応用情報技術者
◼ 経歴

➢ 国内システムインテグレータにて製造業、商社、金融機関向けの各種システム導入に従事。

在籍中にJICA青年海外協力隊（バングラデシュ）を経験

➢ アビームコンサルティング株式会社（ODA調査や民間企業の海外展開支援に従事）を経

て現職

➢ クラウドサービスの事業開発、海外事業展開支援を経験。JICA民連では過去2社を外部

人材として担当し、現在2社を支援中

ファシリテーター

鎌田 滋彦

有限責任監査法人トーマツ

リスクアドバイザリー事業本部

ガバメント＆パブリックサービシーズ

スタッフ

◼ 経歴

➢ 大学にて国際関係論を専攻

➢ 在学中に国連ボランティア(UNV)として国連開発計画(UNDP)の東ティモール事務所に派

遣され、現地の産業振興等の業務に従事

➢ 自動車メーカーの調達部門にて新車の開発プロジェクトのマネジメントやソーシング、サプラ

イヤーの企業評価/財務分析、原価低減活動に従事

➢ 当法人に入所後、日本のスタートアップや中小企業の海外展開支援や海外のスタート

アップの都内誘致活動に従事

ファシリテーター

矢口 宏則

有限責任監査法人トーマツ

リスクアドバイザリー事業本部

パブリックセクター

シニアスタッフ

認定ファシリティマネジャー・技術士補
◼ 経歴

➢ 令和3年度補正インド太平洋地域におけるDX等を通じた社会課題解決型のビジネス共創

促進事業（アフリカ市場活力取り込み事業実施可能性調査事業）

➢ 地方公務員としてインフラの整備及び維持管理、米軍基地跡地を対象とした都市開発検

討業務に従事

➢ 現職では、政令指定都市をはじめとした地方自治体における官民連携によるまちづくり検

討やエリアマネジメント事業の立上げ支援、公共施設活用における民間企業とのマッチング

支援業務に従事

2022年度からの「中小企業・SDGsビジネス支援事業(ガバナンス・平和構築分野)」のJICAコンサルタントをしている有限責任監

査法人トーマツのメンバーが本研修を実施します



© 2023. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

• JICA 中小企業・SDGsビジネス支援事業の説明
（概要、募集形態・スケジュール）

6

開始 ～ 終了 ラップ 内容

14:50 ～ 14:55 5分 本研修の目的

14:55 ～ 15:10 15分

JICA 中小企業・SDGsビジネス支

援事業の概要説明（募集形態、

企画書の目的や位置づけ）

15:10 ～ 15:40 30分

企画書の形式と評価のポイント

（ニーズ確認調査、ビジネス化実

証事業）

15:40 ～ 16:10 30分
個人ワーク➀～③

（ワーク＋解説）

16:10 ～ 16:20 10分
企画書に挿入する為のビジネスス

キーム図の書き方

16:20 ～ 16:35 15分 個人ワーク④（ワーク＋解説）

16:35 ～ 16:50 15分
その他のビジネススキーム資料サン

プル

16:50 ～ 16:55 5分 企画書作成における留意点

16:55 ～ 17:20 25分 Q&A

- 事後アンケート
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JICA 中小企業・SDGsビジネス支援事業の説明

具体的ビジネス展開を目標として準備フェーズごとに支援スキームが用意されています

• 基礎情報を収集し、開発途上国のニーズと
自社製品/サービスとの適合性の検証を実施

• 初期的な事業計画を策定
• 期間：8か月程度

現地で基礎的な

情報を収集したい

現地ニーズに提案製品/
サービスが合うか確認したい

ビジネスとして成立・
持続するか確認したい

製品/サービス提供体制や
運営方法を確立したい

具体的
ビジネス展開

・上限1,000万円
・コンサルティングサービス（4人月程度）

ニーズ確認調査

• 製品/サービスに対する顧客の受容性を確認した上で、現地パートナーを
確保してビジネスモデルを策定し、収益性の検証と製品/サービス提供体制・
オペレーションの構築を実施

• より精緻化された事業計画を策定
• 期間：1年4か月程度

ビジネス化実証事業

・上限2,000万円
・コンサルティングサービス（8人月程度）

ビジネス化支援型

• 技術・製品やビジネスモデルの検証・普及活動を通じ、
事業計画を策定

• 期間：1-3年程度

普及・実証・ビジネス化事業

中小企業支援型

• 上限1.0億円、1.5億
円、2.0億円

• コンサルタント関連経
費込み

SDGsビジネス支援型

• 上限5,000万円
• コンサルタント関連

経費込み

ビジネス化支援型

自社によるビ
ジネス・
事業化

調査委託型

JICAとの
連携など

どちらのスキームを活用

するかまず検討が必要
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JICA 中小企業・SDGsビジネス支援事業の説明

現地ニーズに製品/サービスが合うか確認したい場合は「ニーズ確認調査」が適しています

対象 中小企業、中堅企業、中小企業団体、非営利法人

経費

上限1,000万円
●旅費（航空券、日当、宿泊）、現地傭人費、車両関連費、セミナー等実施関連費、資料作成費、
雑費、再委託費等

●地域金融機関連携は、上限の枠外にて旅費を計上可能

期間
8か月程度
※事業計画策定に必要な活動を支援。

事業実施
体制

JICAコンサルタントによるコンサルティングサービス（４人月程度）
●ビジネスアドバイザリ
●経費支出支援を得ながら速やかに事業を開始し、初期的な事業計画を策定する

対象分野
全分野（途上国の社会・経済開発に効果のあるもの）
例：金融システム、保健医療・栄養、民間セクター開発、運輸・交通、気候変動、自然環境保全 等

対象国 原則としてJICA在外事務所などの所在国

備考 対象エリア（例：東南アジア等）での応募可、現地渡航は1か国のみ

ニーズ確認調査

海外ビジネス展開の検討状況

✓ 現地で基礎的な情報収集をしたい

✓ 現地ニーズに提案製品/サービスが合うか確認したい

市場が特定され、ビジネス化で最も大きなリスクが検証され、
初期の事業計画が完成することがゴール
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JICA 中小企業・SDGsビジネス支援事業の説明

ビジネスとして成立・維持するか確認したい場合は「ビジネス化実証事業」が適しています

対象 中小企業、中堅企業、大企業、中小企業団体、非営利法人

経費

上限2,000万円
●旅費（航空券、日当、宿泊）、現地傭人費、車両関連費、セミナー等実施関連費、資料作成費、
雑費、機材送料、再委託費、招へい費等

●地域金融機関連携は、上限の枠外にて旅費を計上可能

期間
1年4か月程度
※事業計画策定に必要な活動を支援。

事業実施
体制

JICAコンサルタントによるコンサルティングサービス（8人月程度）
●ビジネスアドバイザリ
●経費支出支援を得ながら速やかに事業を開始し、事業計画を策定する

対象分野
全分野（途上国の社会・経済開発に効果のあるもの）
例：金融システム、保健医療・栄養、民間セクター開発、運輸・交通、気候変動、自然環境保全 等

対象国 原則としてJICA在外事務所などの所在国

海外ビジネス展開の検討状況

✓ 現地ニーズに提案製品/サービスが合うか確認したい
✓ ビジネスとして成立・持続するか確認したい
✓ 製品/サービス提供体制や運営方法を確立したいビジネス化実証事業

実証活動を通じて事業計画を精緻にし、ビジネス化の可否の
最終的な検討が行えるようになることがゴール
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JICA 中小企業・SDGsビジネス支援事業の説明

9月に予定されている募集開始前には事前コンサルテーションも可能です（～8/25受付）



© 2023. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

• 企画書の形式と評価のポイント

11

開始 ～ 終了 ラップ 内容

14:50 ～ 14:55 5分 本研修の目的

14:55 ～ 15:10 15分

JICA 中小企業・SDGsビジネス支

援事業の概要説明（募集形態、

企画書の目的や位置づけ）

15:10 ～ 15:40 30分

企画書の形式と評価のポイント

（ニーズ確認調査、ビジネス化実

証事業）

15:40 ～ 16:10 30分
個人ワーク➀～③

（ワーク＋解説）

16:10 ～ 16:20 10分
企画書に挿入する為のビジネスス

キーム図の書き方

16:20 ～ 16:35 15分 個人ワーク④（ワーク＋解説）

16:35 ～ 16:50 15分
その他のビジネススキーム資料サン

プル

16:50 ～ 16:55 5分 企画書作成における留意点

16:55 ～ 17:20 25分 Q&A

- 事後アンケート
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企画書の形式と評価のポイント

応募書類の中心となる企画書の様式と審査の基準はすでに公開されています

ニーズ確認調査 ビジネス化実証事業

企画書 企画書

審査基準 審査基準

掲載先リンク

https://www.jica.go.jp/Resourc

e/priv_partner/announce/ku57

pq00002avzzc-

att/ed8u1k0000004jtn.pdf

掲載先リンク

https://www.jica.go.jp/Resourc

e/priv_partner/announce/ku57

pq00002avzzc-

att/ed8u1k0000004jtq.pdf

Day②までは普及・実証・ビジネス化事業も説明していましたが、ここでは「ニーズ確認調査」、「ビジネス化実証事

業」に絞って解説します

https://www.jica.go.jp/Resource/priv_partner/announce/ku57pq00002avzzc-att/ed8u1k0000004jtn.pdf
https://www.jica.go.jp/Resource/priv_partner/announce/ku57pq00002avzzc-att/ed8u1k0000004jtq.pdf
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企画書の形式と評価のポイント

企画書の目次構成に沿って、審査基準（評価のポイント）を意識しながら事業内容や調
査実施計画等を記載することが重要です

企画書

提案製品・技
術・サービスの

概要

ビジネスの概要 企業としての体

制・方針

制度利用の必

要性・妥当性

審査基準

A.提案製品・技術・サービスの概要

B. 調査を希望する提案ビジネスの概要

C. 企業の体制・方針

D. 本支援を利用する理由・経費概算内訳

別紙

評価のポイントとなる内容を適切な場所に

記載することで、企画書の限られた文字数の中で

効率的に事業や計画を表現できます

A. 提案製品・技術・サービスの概要

B. ビジネスモデル

C. 対象国・地域への貢献

D. 調査・実証計画

E. 企業としての体制・方針

F. 本支援事業

別紙

提案製

品・技

術・サービ
スの概

要

ビジネス
モデル

対象国

の社会・

経済への
貢献可

能性

調査・実

証計画

の妥当
性

企業とし

ての体

制・方針

制度利

用の必

要性・妥

当性
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1.提案製品・技術・サービス
の概要（25点）

2.ビジネスの概要
（45点）

3.企業としての体制・方針
（20点）

4.制度利用の必要性・妥
当性 (10点）

•製品/サービスの独自性・優
位性・革新性

•提案法人の強み・付加価値

• 販売実績

•対象国・地域選定の基準

• ビジネスモデルの妥当性

•目標設定・検証計画の妥

当性

• SDGs及び裨益者への貢献、
多様性への配慮

•経営戦略上の海外展開の

位置づけ

•人員体制

•財務基盤

•制度利用の必要性

•調査経費積算の妥当性

1.提案する製品・技術・サービスの基本的な情報、特徴

2.提案する製品・技術・サービスの独自性、比較優位性、革新性

3.提案内容に提案法人が所有していない製品・技術・サービスを含む
か

4.提案法人がどのような権利関係の下で、当該製品・技術・サービスの
ビジネス展開が可能か(3.に該当する場合）

5.提案法人が事業展開することの強み・付加価値(3.に該当する場
合）

6.製品・技術・サービスの提供を通じて、既存販売先顧客のどのような
問題を如何に解決されたのか（実績）

7.提案する製品・
技術・サービスの

国内外での販

売実績

販売総額

誰に対する製品・技術サービスか（顧客・販売

先）、どのくらいの販売実績があるか

提案製品・技術・サービスが実証段階を終えて

いることを示す事実
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企画書の形式と評価のポイント（ニーズ確認調査 A.提案製品・技術・サービスの概要）

審査基準

（2023年度案）

企画書の記載項目

（2023年度の様式案）

A.提案製品・技術・サービスの概要

ニーズ確認調査

製品/サービスは独自性、比

較優位性、革新性がある

か

製品/サービスは、国内外で

の販売実績があるか

（※1）

企画書の目次構成に沿って、審査基準（評価のポイント）を意識しながら事業内容や調
査実施計画等を記載することが重要です

提案法人が事業展開する

ことの強み・付加価値は明

確か

※1  応募企業がスタートアップ（SU）に該当する場合で、

当該SUの提案製品/サービスの販売実績がなくとも、主た

る要素技術の販売実績がある、又は提案製品・サービスの

実証段階を終えていれば可

比較優位性、革新性を示す客観的なデータの例とし

て、特許取得情報、第三者の評価結果、受賞歴等

があれば記載に含めましょう

提案法人が開発途上国で事業展開するうえで法的、

実務的課題が無いか明らかにしましょう

開発途上国で展開したい製品・技術・サービスにおい

て、過去の類似する課題解決実績と海外展開で活

用できる点を記載しましょう



© 2023. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

1.提案製品・技術・サービス
の概要（25点）

2.ビジネスの概要
（45点）

3.企業としての体制・方針
（20点）

4.制度利用の必要性・妥
当性 (10点）

•製品/サービスの独自性・優
位性・革新性

•提案法人の強み・付加価値

• 販売実績

•対象国・地域選定の基準

• ビジネスモデルの妥当性

•目標設定・検証計画の妥

当性

• SDGs及び裨益者への貢献、
多様性への配慮

•経営戦略上の海外展開の

位置づけ

•人員体制

•財務基盤

•制度利用の必要性

•調査経費積算の妥当性

1.対象国を選定した際の基準や考え方

2.提案するビジネス
の概要

顧客種類

提案する製品・技術・サービスを通じて、想定

する顧客のどのような課題を解決できるか

ビジネス展開にあたって、どのようなビジネスの

流れを想定しているか

ビジネス展開時に想定されるリスク及びリスク

への対策案

3.上記２．を踏まえ、本調査にて何を重点的に調べたいか

4.ご提案のビジネスに一番関係の深い SDGs ゴール

5.提案ビジネスを通じ、開発途上国の社会課題や SDGs のゴールにど
のように貢献するのか
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企画書の形式と評価のポイント（ニーズ確認調査 B. 調査を希望する提案ビジネスの概要）

企画書の記載項目

（2023年度の様式案）

B.調査を希望する提案ビジネスの概要

ニーズ確認調査

対象国・地域選定の基準

は明確か

お金の流れとサービスの流

れがビジネスモデル上明確

か

企画書の目次構成に沿って、審査基準（評価のポイント）を意識しながら事業内容や調
査実施計画等を記載することが重要です

前提となる想定顧客の課

題解決の考え方が妥当か

リスクが認識され、対策が

検討されているか

重点的に調査する項目及

びその理由・内容は明確か

提案ビジネスは、現地の

人々・社会・環境・社会包摂

等SDGsの達成へのポジティブ

な効果の内容が明確かつ実

現の可能性があるか

「どういうロジック」で選ぶのかというロジックを意識し

て記載しましょう。ニーズ調査では国を選ぶことは必須

ではありませんが想定するビジネスの内容を踏まえ、ど

のような条件がそろっていることが重要かという観点

（例えば環境関連のビジネスであれば、「〇〇の環

境規制がすでにあること」など）を記載しましょう

顧客の課題を複数解決する場合は、複数の課題解

決内容を示し、特に重要度の高い課題と、顧客に

とってその課題がなぜ重要なのかを示しましょう。また、

なぜ企業の製品・技術・サービスでその課題を解決で

きるのか記載しましょう

事業を構成する関係者（関係組織）、モノ、情報

やサービスが誰から誰に移動するか、契約やお金の移

動がどのように行われるか記載しましょう

調査のゴールとして、製品・技術・サービスが顧客の重

要な課題に対して適合するかどうか、どのように調査

するか記載しましょう。また、特に重視している調査項

目とその重視する理由を記載しましょう

本事業の趣旨に沿うよう、

社会課題やSDGsへのイ

ンパクトにどのようにつなが

るのか、どのような効果を

想定しているのか、分かり

やすく記載しましょう

ニーズ確認調査終了時に作

成するビジネスプランの目

次建てから重点を置くも

のを選択して記載すること

も検討しましょう

・自社戦略における本調

査の位置づけ

・市場環境

・ターゲット顧客・ニーズ

・製品・サービス概要

・技術/運営/規制等の実

現可能性

・将来的なビジネス展開、

ロードマップ

詳細の調査・情報

収集まではできてい

ないとしても、現段

階でどういった仮

説・想定を論理的

に考えているのか

意識して記載しま

しょう

審査基準

（2023年度案）
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1.提案製品・技術・サービス
の概要（25点）

2.ビジネスの概要
（45点）

3.企業としての体制・方針
（20点）

4.制度利用の必要性・妥
当性 (10点）

•製品/サービスの独自性・優
位性・革新性

•提案法人の強み・付加価値

• 販売実績

•対象国・地域選定の基準

• ビジネスモデルの妥当性

•目標設定・検証計画の妥

当性

• SDGs及び裨益者への貢献、
多様性への配慮

•経営戦略上の海外展開の

位置づけ

•人員体制

•財務基盤

•制度利用の必要性

•調査経費積算の妥当性

1.提案法人が海外展開を進める理由

2.海外展開に向けた提案法人内の実施体制

3.財務基盤

4.地域金融機関連携
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企画書の形式と評価のポイント（ニーズ確認調査 C. 企業の体制・方針）

企画書の記載項目

（2023年度の様式案）

C.企業の体制・方針

ニーズ確認調査

企画書の目次構成に沿って、審査基準（評価のポイント）を意識しながら事業内容や調
査実施計画等を記載することが重要です

提案ビジネスの経営戦略

上の位置づけ及び本業と

の関連が明確か

海外展開を担う人員が配

置されているか。調査主任

者は海外での業務展開経

験を有するか

提案法人は海外展開し得

る財務基盤を有するか

（※2）

※2 資格要件に記載

の財務指標を満たして

いる必要があります

地域金融機関連携（加

点要素）

海外展開を進める理由については、提案法人が考え

る社会課題の捉え方、取り組み方針、自社事業の

成長による社会課題解決への貢献方法について記

載しましょう。ただ、社会課題貢献に限定する必要は

ありませんので、打ち出している海外展開の方針、海

外の売上/利益の目標があればそのような情報も含

めて、方針・戦略を記載しましょう。

開発途上国や、海外での業務経験などを記載し、

海外事業を行ううえで、必要な体制が整備されてい

るか、または不足している場合はどの様に強化してい

くか明らかにしましょう

審査基準

（2023年度案）



© 2023. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

1.提案製品・技術・サービス
の概要（25点）

2.ビジネスの概要
（45点）

3.企業としての体制・方針
（20点）

4.制度利用の必要性・妥
当性 (10点）

•製品/サービスの独自性・優
位性・革新性

•提案法人の強み・付加価値

• 販売実績

•対象国・地域選定の基準

• ビジネスモデルの妥当性

•目標設定・検証計画の妥

当性

• SDGs及び裨益者への貢献、
多様性への配慮

•経営戦略上の海外展開の

位置づけ

•人員体制

•財務基盤

•制度利用の必要性

•調査経費積算の妥当性

1.提案法人の海外ビジネス展開において、本 JICA 支援事業が必要な
理由

2.支援経費（1000 万円）をどのように利用したいか
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企画書の形式と評価のポイント（ニーズ確認調査 D. 本支援を利用する理由・経費概算内訳）

企画書の記載項目

（2023年度の様式案）

D.本支援を利用する理由・経費概算内訳

ニーズ確認調査

企画書の目次構成に沿って、審査基準（評価のポイント）を意識しながら事業内容や調
査実施計画等を記載することが重要です

制度利用の必要性は明確

か。必要な支援内容が明

確か

支援経費の使途は適切か、

また、内訳は妥当か

自社単独では難しいが、JICA事業であれば推進することの助けに

なる点を記載しましょう（例えば、経費の支援、事業計画の支援に

加えて、対象国でのJICAが培ったブランドイメージや政府機関との良

好な関係が事業で活用できる等）

審査基準

（2023年度案）



© 2023. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

1.提案製品・技術・サービス
の概要（25点）

2.ビジネスの概要
（45点）

3.企業としての体制・方針
（20点）

4.制度利用の必要性・妥
当性 (10点）

•製品/サービスの独自性・優
位性・革新性

•提案法人の強み・付加価値

• 販売実績

•対象国・地域選定の基準

• ビジネスモデルの妥当性

•目標設定・検証計画の妥

当性

• SDGs及び裨益者への貢献、
多様性への配慮

•経営戦略上の海外展開の

位置づけ

•人員体制

•財務基盤

•制度利用の必要性

•調査経費積算の妥当性

別紙１. 提案製品・技術・サービスの主要顧客向け販売実績

別紙２. 外部資金調達実績

別紙３. 調査実施体制

別紙 4．調査経費概算内訳書
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企画書の形式と評価のポイント（ニーズ確認調査 別紙）

企画書の記載項目

（2023年度の様式案）

別紙

ニーズ確認調査

企画書の目次構成に沿って、審査基準（評価のポイント）を意識しながら事業内容や調
査実施計画等を記載することが重要です

支援経費の使途は適切か、

また、内訳は妥当か

海外展開を担う人員が配

置されているか。調査主任

者は海外での業務展開経

験を有するか

提案法人は海外展開し得

る財務基盤を有するか

（※2）

地域金融機関連携（加

点要素）

製品/サービスは、国内外で

の販売実績があるか

（※1 ）

提案する製品/サービス以外

の実績を記載する場合は、

関連するものに絞りまた関

連する製品/サービスであるこ

とを明示しましょう

C-2で記載した「海外展開に向けた提案法人内の実

施体制」について役割/担当者ごとに海外業務経験
（と語学力を示す情報もあれば）を記載しましょう

B-3で記載した「本調査にて何を重点的に調べたいか」を調査するうえで必要な活動経費

を含むことに意識しましょう（特に再委託費は再委託することで効率的に調査することがで

きること記載しましょう）

スタートアップ企業として

提案する場合は、資金

調達金額500万円以上

が応募要件となりますの

で、応募要件をクリアし

ている根拠情報を記載

しましょう

審査基準

（2023年度案）



© 2023. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

1.提案製品・技術・
サービスの概要
（10点）

2.ビジネスモデル
（40点）

3. 対象国の社会・
経済への貢献可能
性（15点）

4.調査・実証計画
の妥当性
（20点）

5. 企業としての体
制・方針
（10点）

6. 制度利用の必要
性・妥当性
（5点）

•製品/サービスの独自
性・優位性・革新性

•提案法人の強み・付
加価値

•販売実績

•対象国選定の理由
• ニーズの確からしさ
• ビジネスモデルの妥
当性と具体性

• リスクと対応策
•現地パートナー

•人々・環境・社会等
への便益

•多様性への配慮

•応募前の準備状況
•目標設定・検証計
画の妥当性

•実証計画の熟度

•経営戦略上の海外
展開の位置づけ

•人員体制
•財務基盤

•制度利用の必要性
•調査経費積算の妥
当性

1.提案する製品・技術・サービスの基本的な情報、
特徴

2.提案する製品・技術・サービスの独自性、比較優
位性、革新性

3.提案内容に提案法人が所有していない製品・技
術・サービスを含むか

4.提案法人がどのような権利関係の下で、当該製
品・技術・サービスのビジネス展開が可能か(3.に該
当する場合）

5.提案法人が事業展開することの強み・付加価値
(3.に該当する場合）

6.製品・技術・サービスの提供を通じて、既存販売先
顧客のどのような問題を如何に解決されたのか
（実績）

7.提案する
製品・技
術・サービ
スの国内
外での販
売実績

販売総額

誰に対する製品・技術サービスか
（顧客・販売先）、どのくらいの販
売実績があるか
（別紙1）

主たる要素技術の販売実績（別
紙1）
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企画書の形式と評価のポイント（ビジネス化実証事業 A. 提案製品・技術・サービスの概要）

企画書の記載項目

（2023年度の様式案）

A.提案製品・技術・サービスの概要

ビジネス化実証事業

企画書の目次構成に沿って、審査基準（評価のポイント）を意識しながら事業内容や調
査実施計画等を記載することが重要です

製品/サービスは独

自性、比較優位性

があるか

製品/サービスは、国

内外での販売実績

があるか（※１）

提案法人が事業展

開することの強み・

付加価値は明確か

※１応募企業がスタートアップ（SU）

に該当する場合で、当該SUの提案製

品/サービスの販売実績がなくとも、主た

る要素技術の販売実績があれば可。

比較優位性、革新性を示す客観的なデータの例とし

て、特許取得情報、第三者の評価結果、受賞歴等

があれば記載に含めましょう

提案法人が開発途上国で事業展開するうえで法的、

実務的課題が無いか明らかにしましょう

開発途上国で展開したい製品・技術・サービスにおい

て、過去の類似する課題解決実績と海外展開で活

用できる点を記載しましょう

審査基準

（2023年度案）
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1.提案製品・技術・
サービスの概要
（10点）

2.ビジネスモデル
（40点）

3. 対象国の社会・
経済への貢献可能
性（15点）

4.調査・実証計画
の妥当性
（20点）

5. 企業としての体
制・方針
（10点）

6. 制度利用の必要
性・妥当性
（5点）

•製品/サービスの独自
性・優位性・革新性

•提案法人の強み・付
加価値

•販売実績

•対象国選定の理由
• ニーズの確からしさ
• ビジネスモデルの妥
当性と具体性

• リスクと対応策
•現地パートナー

•人々・環境・社会等
への便益

•多様性への配慮

•応募前の準備状況
•目標設定・検証計
画の妥当性

•実証計画の熟度

•経営戦略上の海外
展開の位置づけ

•人員体制
•財務基盤

•制度利用の必要性
•調査経費積算の妥
当性

1.対象国選定の基準と選定理由

2
.

提
案
す
る
ビ
ジ
ネ
ス
の
概

要
顧客種類

想定顧客は誰か、また、その選定理由

想定する顧客はどのような課題（お困りごと）を
持っていると考えるか

提案する製品・技術・サービスは、それらの課題を
どのように解決するか

競合製品・技術・サービス。また、想定顧客が、
選ぶ理由

3.提案する製品・技術・サービスに関する推定市場規
模と算出根拠

4.製品・技術・サービス提供の流れや資金・料金回収
の流れ

5.国内外の競合品の価格や対象国の所得水準、購
買力の観点から設定価格とその根拠

6.設定した価格にて製品・技術・サービスを提供するた
めの考え方

7.対象国でのビジネス展開にあたり、想定されるリスク
及びリスクへの対策案

8.現地パート
ナー企業等

現地企業等と協業に関する何らかの
合意

現地パートナーに求める条件
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企画書の形式と評価のポイント（ビジネス化実証事業 B. ビジネスモデル）

企画書の記載項目

（2023年度の様式案）

B.ビジネスモデル

ビジネス化実証事業

企画書の目次構成に沿って、審査基準（評価のポイント）を意識しながら事業内容や調
査実施計画等を記載することが重要です

対象国選定の基準と理

由は明確か

顧客の直面する問題を理

解しているか

ターゲット顧客は明確か/

選定理由は妥当か

市場規模が根拠をもって

推計されているか、設定価

格と整合しているか

製品/サービスは、顧客の

問題を解決し得るか

お金の流れとサービスの流

れがビジネスモデル上明確

か

価格設定に妥当性がある

か、設定した価格の実現

見込みがあるか

リスクが認識され、対策が

検討されているか

自社の強み・弱みが適切

に把握され、現地パート

ナーとの連携が構想されて

いるか

C-1「ビジネスを通じて、誰に（あるいは何に）どのよ

うなポジティブな変化をもたらそうとしているか」に記載

されるポジティブな変化が求められる対象国の現状に

ついても記載しましょう

対象とする市場を細分化（地域、性別、年代、収

入、行動パターンなど）して、初期段階で対象とする

顧客と成長段階で対象とする顧客をそれぞれ記載

しましょう

顧客の課題を複数解決する場合は、複数の課題解

決内容を示し、特に重要度の高い課題と、顧客に

とってその課題がなぜ重要なのかを示しましょう。また、

先行調査で確認できている内容があれば記載しま

しょう

事業を構成する関係者（関係組織）、モノ、情報

やサービスが誰から誰に移動するか、契約やお金の

移動がどのように行われるか、特にビジネスパートナー

との役割分担、課金方法や料金回収方法について

記載しましょう

B-4で記載した内容のうち、特に現地パートナーの条

件やすでに行われている具体的な検討・協議があれ

ば状況を記載しましょう

現地のニーズに対

する価格の妥当

性や価格帯の把

握状況を記載し

ましょう

審査基準

（2023年度案）
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1.提案製品・技術・
サービスの概要
（10点）

2.ビジネスモデル
（40点）

3. 対象国の社会・
経済への貢献可能
性（15点）

4.調査・実証計画
の妥当性
（20点）

5. 企業としての体
制・方針
（10点）

6. 制度利用の必要
性・妥当性
（5点）

•製品/サービスの独自
性・優位性・革新性

•提案法人の強み・付
加価値

•販売実績

•対象国選定の理由
• ニーズの確からしさ
• ビジネスモデルの妥
当性と具体性

• リスクと対応策
•現地パートナー

•人々・環境・社会等
への便益

•多様性への配慮

•応募前の準備状況
•目標設定・検証計
画の妥当性

•実証計画の熟度

•経営戦略上の海外
展開の位置づけ

•人員体制
•財務基盤

•制度利用の必要性
•調査経費積算の妥
当性

1.ビジネスを通じて、誰に（あるいは何に）どのような
ポジティブな変化をもたらそうとしているか

2.ポジティブな変化と 2.のビジネスモデルとの因果関
係は

3.ジェンダー平等や障がい者、高齢者等の社会包摂
に資すると想定される場合、どのような貢献が見込

まれるか

4.一番関係の深い SDGs ゴール
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企画書の形式と評価のポイント（ビジネス化実証事業 C. 対象国・地域への貢献）

企画書の記載項目

（2023年度の様式案）

C.対象国・地域への貢献

ビジネス化実証事業

企画書の目次構成に沿って、審査基準（評価のポイント）を意識しながら事業内容や調
査実施計画等を記載することが重要です

ポジティブな変化をもた

らそうとしている裨益者

または環境・社会面の

課題は明確か。それら

にもたらしたい便益は

明確か

ビジネスモデルと環境・

社会への便益の因果

関係は明確か

ジェンダー平等、障がい

者、高齢者等の社会

包摂に資するか

ポジティブな変化をもた

らそうとしている裨益者

または環境・社会面の

課題は明確か

B-1「対象国選定の基準と選定理由」、B-2「想定す

る顧客はどのような課題（お困りごと）を持っている

と考えるか」の記載内容を踏まえて、提案製品・サー

ビスによる課題解決やメリットの創出方法について記

載しましょう

事業活動を通じて得られる短期的な成果とそれらを

継続することで得られる中長期な社会的な影響につ

いて記載しましょう

B-2「想定する顧客はどのような課題（お困りごと）
を持っていると考えるか」やC-1やC-2で記載したポジ
ティブな変化と関連性が深いSDGsゴールを選択しま
しょう

審査基準

（2023年度案）
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1.提案製品・技術・
サービスの概要
（10点）

2.ビジネスモデル
（40点）

3. 対象国の社会・
経済への貢献可能
性（15点）

4.調査・実証計画
の妥当性
（20点）

5. 企業としての体
制・方針
（10点）

6. 制度利用の必要
性・妥当性
（5点）

•製品/サービスの独自
性・優位性・革新性

•提案法人の強み・付
加価値

•販売実績

•対象国選定の理由
• ニーズの確からしさ
• ビジネスモデルの妥
当性と具体性

• リスクと対応策
•現地パートナー

•人々・環境・社会等
への便益

•多様性への配慮

•応募前の準備状況
•目標設定・検証計
画の妥当性

•実証計画の熟度

•経営戦略上の海外
展開の位置づけ

•人員体制
•財務基盤

•制度利用の必要性
•調査経費積算の妥
当性

1.これまで調査した結果を踏まえ今後明らかにしなけ
ればならない課題

2.顧客から製
品・技術・

サービスに

対する初期

的なフィード

バック

製品・技術・サービスに対する想定

顧客からのフィードバック、製品・技

術・サービスに対する想定顧客から

のフィードバック

フィードバックを踏まえた製品・技

術・サービスの改良（現地化等）

の必要性

3.上記１．、２．を踏まえ、本調査にて何を重点
的に調べたいこと、その理由

4.上記の調
査・実証活
動の内容

調査・実証活動をいつ、誰と、どの

ように行う計画か

同計画の実施に際しては、現地

関係者（協力組織）から合意

取り付けが必要

現地関係者（協力組織）から

合意取の準備状況
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企画書の形式と評価のポイント（ビジネス化実証事業 D. 調査・実証計画）

企画書の記載項目

（2023年度の様式案）

D.調査・実証計画

ビジネス化実証事業

企画書の目次構成に沿って、審査基準（評価のポイント）を意識しながら事業内容や調
査実施計画等を記載することが重要です

応募前に実地による

現地調査が実施され

ているか

顧客から製品/サービス

に対する初期的フィー

ドバックを得ているか

重点的に調査する項

目及びその理由・内容

は明確か

実証計画は具体的か

現地関係者（協力

組織）から実証活動

について協力意向を取

り付けているか

事業を行ううえで必要な調査の全体像を示し、その

のかでこれまで行った調査活動と、今後さらなる調査

が必要な点を記載しましょう

製品やサービスに対して、顧客の重要な悩みや課題

を解決するためのフィードバックがあれば記載しましょう。

また、これまで行ったフィードバックに対する改良活動

があれば記載しましょう

調査のゴールとして、製品・技術・サービスが顧客の重

要な課題に対して適合するかどうか、どのように調査

するか記載しましょう。また、特に重視している調査項

目とその重視する理由を記載しましょう

D-3に記載した調査項目ごとに、いつ、誰と、どのよう

に行うか、自社独自で行うことと、本JICA事業を活

用して実施したいことをそれぞれ記載しましょう

審査基準

（2023年度案）
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1.提案製品・技術・
サービスの概要
（10点）

2.ビジネスモデル
（40点）

3. 対象国の社会・
経済への貢献可能
性（15点）

4.調査・実証計画
の妥当性
（20点）

5. 企業としての体
制・方針
（10点）

6. 制度利用の必要
性・妥当性
（5点）

•製品/サービスの独自
性・優位性・革新性

•提案法人の強み・付
加価値

•販売実績

•対象国選定の理由
• ニーズの確からしさ
• ビジネスモデルの妥
当性と具体性

• リスクと対応策
•現地パートナー

•人々・環境・社会等
への便益

•多様性への配慮

•応募前の準備状況
•目標設定・検証計
画の妥当性

•実証計画の熟度

•経営戦略上の海外
展開の位置づけ

•人員体制
•財務基盤

•制度利用の必要性
•調査経費積算の妥
当性

1.経営方針と今次提案ビジネスの位置づけや理由

2.海外展開
に向けた提

案法人内

の実施体

制

今次調査時の実施体制や特徴

今次調査後、ビジネス化に向けど

のような社内の体制で臨むか

提案法人もしくは調査従事者等

の海外業務経験の有無や内容

3.財務基盤

4.地域金融
機関連携

地域金融機関連携での調査か

金融機関名、金融機関からの調

査従事者及び担当業務案
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企画書の形式と評価のポイント（ビジネス化実証事業 E. 企業としての体制・方針）

企画書の記載項目

（2023年度の様式案）

E.企業としての体制・方針

ビジネス化実証事業

企画書の目次構成に沿って、審査基準（評価のポイント）を意識しながら事業内容や調
査実施計画等を記載することが重要です

提案ビジネスの経営戦

略上の位置づけ及び

本業との関連が明確

か

海外展開を担う人員

が配置されているか

業務主任者は海外で

の業務展開経験を有

するか。対象国使用

言語での発表が可能

か

提案法人は海外展開

し得る財務基盤を有

するか（※２）、

、地域金融機関連携

（加点要素）

※２資格要

件に記載の財

務指標を満た

している必要が

あります。

海外展開を進める理由については、提案法人が考え

る社会課題の捉え方、取り組み方針、自社事業の

成長による社会課題解決への貢献方法について記

載しましょう。ただ、社会課題貢献に限定する必要は

ありませんので、打ち出している海外展開の方針、海

外の売上/利益の目標があればそのような情報も含

めて、方針・戦略を記載しましょう。

開発途上国や、海外での業務経験などを記載し、

海外事業を行ううえで、必要な体制が整備されてい

るか、または不足している場合はどの様に強化してい

くか明らかにしましょう

事業を行う社内体制を記載し、体制が不足している

場合はどの様に補う方針であるか記載しましょう

審査基準

（2023年度案）
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1.提案製品・技術・
サービスの概要
（10点）

2.ビジネスモデル
（40点）

3. 対象国の社会・
経済への貢献可能
性（15点）

4.調査・実証計画
の妥当性
（20点）

5. 企業としての体
制・方針
（10点）

6. 制度利用の必要
性・妥当性
（5点）

•製品/サービスの独自
性・優位性・革新性

•提案法人の強み・付
加価値

•販売実績

•対象国選定の理由
• ニーズの確からしさ
• ビジネスモデルの妥
当性と具体性

• リスクと対応策
•現地パートナー

•人々・環境・社会等
への便益

•多様性への配慮

•応募前の準備状況
•目標設定・検証計
画の妥当性

•実証計画の熟度

•経営戦略上の海外
展開の位置づけ

•人員体制
•財務基盤

•制度利用の必要性
•調査経費積算の妥
当性

1.本 JICA 支援事業が必要な理由

別紙１. 提案製品・技術・サービスの主要顧客向け
販売実績

別紙２. 外部資金調達実績

別紙３. 調査実施体制

別紙４. 海外業務経験（法人単位）

別紙５. 海外業務経験（個人単位）

別紙６．調査経費概算内訳書
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企画書の形式と評価のポイント（ビジネス化実証事業 F. 本支援事業及び別紙）

企画書の記載項目

（2023年度の様式案）

F.本支援事業及び別紙

ビジネス化実証事業

企画書の目次構成に沿って、審査基準（評価のポイント）を意識しながら事業内容や調
査実施計画等を記載することが重要です

制度利用の必要性は

明確か。必要な支援

内容が明確か

支援経費の使途は適

切か、また、内訳は妥

当か

製品/サービスは、国

内外での販売実績

があるか

提案法人は海外展開

し得る財務基盤を有

するか

業務主任者は海外での

業務展開経験を有するか。

対象国使用言語での発

表が可能か

海外展開を担う人員

が配置されているか

自社単独では難しいが、JICA事業であれば推進することの助けにな

る点を記載しましょう（例えば、経費の支援、事業計画の支援に加

えて、対象国でのJICAが培ったブランドイメージや政府機関との良好

な関係が事業で活用できる等）

提案する製品/サービス以外

の実績を記載する場合は、

関連するものに絞りまた関

連する製品/サービスであるこ

とを明示しましょう

別紙３「調査実施体制」で記載した担当業務やプレゼ

ン言語に関連する海外業務経験や外国語の活用経

験について記載しましょう

D-4で記載した「調査・実証活動の内容」を進めるうえで必要な活動経費を明らかにしま

しょう（特に再委託費は再委託することで効率的に調査することができる点を明示しましょ

う）

審査基準

（2023年度案）
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• 個人ワーク

25

開始 ～ 終了 ラップ 内容

14:50 ～ 14:55 5分 本研修の目的

14:55 ～ 15:10 15分

JICA 中小企業・SDGsビジネス支

援事業の概要説明（募集形態、

企画書の目的や位置づけ）

15:10 ～ 15:40 30分

企画書の形式と評価のポイント

（ニーズ確認調査、ビジネス化実

証事業）

15:40 ～ 16:10 30分
個人ワーク➀～③

（ワーク＋解説）

16:10 ～ 16:20 10分
企画書に挿入する為のビジネスス

キーム図の書き方

16:20 ～ 16:35 15分 個人ワーク④（ワーク＋解説）

16:35 ～ 16:50 15分
その他のビジネススキーム資料サン

プル

16:50 ～ 16:55 5分 企画書作成における留意点

16:55 ～ 17:20 25分 Q&A

- 事後アンケート
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個人ワーク

ニーズ確認調査の企画書の中でも特に配点割合が高い「B.調査を希望する提案ビジネス
の概要」を評価のポイントに沿って記載する練習をしましょう

45点の評価対象の一部であるB-1, B-2の記載項目を個人ワークの対象とします

個人ワーク①

個人ワーク②

個人ワーク③
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個人演習で企画書を作成してみましょう！

個人ワーク①

1．対象国を選定した際の基準や考え方を記載 5分
記載例や注意点の説明 5分

個人ワーク②

2．(2) 提案する製品・技術・サービスを通じて、
想定する顧客とどのような課題を解決できるかを記載 5分
記載例や注意点の説明 5分

個人ワーク③

2．(3) どのようなビジネスの流れを想定しているか 5分
記載例や注意点の説明 5分
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個人ワーク①

B. 調査を希望する提案ビジネスの概要の「1．対象国を選定した際の基準や考え方」を記
載してみましょう
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個人ワーク①

個人ワーク①記載例と記載時の注意点

記載時に気を付けたいポイント

①対象とする課題が書かれていること

②対象国の選定基準とその考え方が書かれていること

（どのような考え方で対象国を選定するか明確（ロジカル）に書かれていること）

③選定基準に適した対象地域が書かれていること

④対象地域の中から選定基準に照らして選定された国または、国の選定方法が書かれていること

①

②

③
④
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個人ワーク②

B. 調査を希望する提案ビジネスの概要の「2．(2) 提案する製品・技術・サービスを通じて、
想定する顧客とどのような課題を解決できるか」を記載してみましょう
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個人ワーク②

記載時に気を付けたいポイント

①どの様な特徴を持っている顧客がターゲットなのかが具体的に書かれていること

②ターゲット顧客が事業で設定した課題を抱えていることが書かれれていること

③提案製品・技術・サービスによりニーズをどのように解決できるかが書かれていること

①

②

③

個人ワーク②記載例と記載時の注意点

詳細の調査・情報収集まで

はできていないとしても、現

段階でどういった仮説・想定

を論理的に考えているのか

意識して記載しましょう
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個人ワーク③

B. 調査を希望する提案ビジネスの概要の「2．(3) どのようなビジネスの流れを想定している
か」を記載してみましょう
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個人ワーク③

①

②

③

気を付けたいポイント

① 主要な利害関係者が

書かれていること

② 商品・サービスの流れ

が書かれていること

③ お金の流れが書かれて

いること

個人ワーク③記載例と記載時の注意点

詳細の調査・情報収集まで

はできていないとしても、現

段階でどういった仮説・想定

を論理的に考えているのか

意識して記載しましょう
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• 企画書に挿入する為のビジネススキーム図の書き方

34

開始 ～ 終了 ラップ 内容

14:50 ～ 14:55 5分 本研修の目的

14:55 ～ 15:10 15分

JICA 中小企業・SDGsビジネス支

援事業の概要説明（募集形態、

企画書の目的や位置づけ）

15:10 ～ 15:40 30分

企画書の形式と評価のポイント

（ニーズ確認調査、ビジネス化実

証事業）

15:40 ～ 16:10 30分
個人ワーク➀～③

（ワーク＋解説）

16:10 ～ 16:20 10分
企画書に挿入する為のビジネスス

キーム図の書き方

16:20 ～ 16:35 15分 個人ワーク④（ワーク＋解説）

16:35 ～ 16:50 15分
その他のビジネススキーム資料サン

プル

16:50 ～ 16:55 5分 企画書作成における留意点

16:55 ～ 17:20 25分 Q&A

- 事後アンケート
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企画書に挿入する為のビジネススキーム図の書き方

どのようなビジネスの流れを想定しているか、必要に応じて企画書へ図表を挿入することも
可能です

製品・技術・サービスの流れ（誰がどのようにして製品・技術・サービスの準備を行いどのように顧客に届けるか）、お金の流れ

（製品・技術・サービスの準備・提供に際しての支払いの流れ、料金回収の流れ）を図示することで、文章で記載した企画書の
内容をより鮮明に表現することにつながります

ビジネススキーム図の記載例

利
用
者

日本 インドネシア

提
供
者
・
設
備

事
業
パ
ー
ト
ナ
ー

出所：JICA インドネシア国防災情報サービス事業にかかる基礎調査（https://openjicareport.jica.go.jp/pdf/1000042397.pdf）をもとに作成

自社

事業パートナー

（現地販売代理店）

気象・防災関係

政府機関

防災情報

顧客（法人）

Webサイト

モバイルアプリ

デジタルサイネージ

利用者

（個人）

防災情報

営業活動

契約

利用料金

支払

営業・開発

方針説明

利用料金

支払

防災情報

https://openjicareport.jica.go.jp/pdf/1000042397.pdf
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• 個人ワーク

36

開始 ～ 終了 ラップ 内容

14:50 ～ 14:55 5分 本研修の目的

14:55 ～ 15:10 15分

JICA 中小企業・SDGsビジネス支

援事業の概要説明（募集形態、

企画書の目的や位置づけ）

15:10 ～ 15:40 30分

企画書の形式と評価のポイント

（ニーズ確認調査、ビジネス化実

証事業）

15:40 ～ 16:10 30分
個人ワーク➀～③

（ワーク＋解説）

16:10 ～ 16:20 10分
企画書に挿入する為のビジネスス

キーム図の書き方

16:20 ～ 16:35 15分 個人ワーク④（ワーク＋解説）

16:35 ～ 16:50 15分
その他のビジネススキーム資料サン

プル

16:50 ～ 16:55 5分 企画書作成における留意点

16:55 ～ 17:20 25分 Q&A

- 事後アンケート
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個人演習でビジネススキーム図を作成してみましょう！

個人ワーク④

2．(3) どのようなビジネスの流れを想定しているか
ビジネススキーム図を作成してみましょう 10分
記載例や注意点の説明 5分
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まず手元にA4用紙やノートの1ページを用意し、下の図のように記載しましょう

利
用
者

日本 ●●国

提
供
者
・
設
備

事
業
パ
ー
ト
ナ
ー

注意点①

事業に関係する国を記載しましょう（例えば、製造と販

売が国をまたぐ場合はそれぞれ明記しましょう

注意点②

利用者と自社（提供者・設備）とパートナーを分けて記載

しましょう。利用者と費用負担先が異なる場合はそれぞれ

を利用者の欄にわかるように記載しましょう

注意点③

モノ、カネの流れをそれぞれ分けて記載しましょう。発注など

契約関係、技術指導等のノウハウ移転の線も可能な範囲

で記載しましょう

注意点④（その他の注意点）

• 矢印の向きが不明になっていないか

• 利用者、提供者、事業パートナーそれぞれに価値・メリッ

トのある流れとなっているか

• 製品・サービスを提供する流れがイメージできるくらい具

体的に書かれているか
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以下の企画書記載例（ビジネスの流れ）をもとにビジネススキーム図を記載してみましょう

B. 調査を希望する提案ビジネスの概要
1. 提案するビジネスの概要
(3). ビジネス展開にあたって、どのようなビジネスの流れを想定しているか
の内容を例としてビジネススキーム図を作成してみてください

記載で気を付ける点

• 製品・技術・サービスの流れ（誰がどのようにして製品・技術・サービスの準備を行いどのように顧客に届けるか）

• お金の流れ（製品・技術・サービスの準備・提供に際しての支払いの流れ、料金回収の流れ）を図示すること
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記載例

日本 ●●国

●●の

発注

顧客

現地代理店

利
用
者

提
供
者
・
設
備

事
業
パ
ー
ト
ナ
ー

自社

製品の

発注

製品の

準備

航空輸送で

出荷

設置作業

• 設置及びアフター

サービスは現地第代

理店と顧客の２者

間での取引

• 資金の流れは現地

商習慣により2者間

で決定する

資料提供・

指導

必要となる技

術面での知識

やノウハウの提

供を通じたサ

ポート

出荷前に

契約金額を

電子送金
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• その他のビジネススキーム資料サンプル
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開始 ～ 終了 ラップ 内容

14:50 ～ 14:55 5分 本研修の目的

14:55 ～ 15:10 15分

JICA 中小企業・SDGsビジネス支

援事業の概要説明（募集形態、

企画書の目的や位置づけ）

15:10 ～ 15:40 30分

企画書の形式と評価のポイント

（ニーズ確認調査、ビジネス化実

証事業）

15:40 ～ 16:10 30分
個人ワーク➀～③

（ワーク＋解説）

16:10 ～ 16:20 10分
企画書に挿入する為のビジネスス

キーム図の書き方

16:20 ～ 16:35 15分 個人ワーク④（ワーク＋解説）

16:35 ～ 16:50 15分
その他のビジネススキーム資料サン

プル

16:50 ～ 16:55 5分 企画書作成における留意点

16:55 ～ 17:20 25分 Q&A

- 事後アンケート
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主要パートナー
主要パートナー、サプライヤーは誰

か

どのようなリソース供給、重要活

動を行うか

主な活動
事業価値の提供に必要な主な

活動

主なリソース
事業価値の提供に必要な資源

価値提案
顧客にどのような価値を提供する

か

顧客のどのような課題を解決する

か

各顧客のどのニーズを満たすか

顧客との関係
顧客はどのような関係を期待して

いるか

それをどのように提供するか

顧客セグメント
誰のために価値を提供するか

最も重要な顧客は誰か

チャネル
顧客へどのようにアプローチするか

それをどのように実現するか

収入
顧客は提供される価値にお金を払うか

顧客は何を買っているか

どのように払うか

コスト
どの資源に最もコストがかかるか

どの活動に最もコストがかかるか

出所：事業開発一気通貫

そのほか、ビジネスモデルを記載するフレームワークとしてビジネスモデルキャンバスがあります
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主要パートナー
主要パートナー、サプライヤーは誰

か

どのようなリソース供給、重要活

動を行うか

主な活動
事業価値の提供に必要な主な

活動

主なリソース
事業価値の提供に必要な資源

価値提案
顧客にどのような価値を提供する

か

顧客のどのような課題を解決する

か

各顧客のどのニーズを満たすか

顧客との関係
顧客はどのような関係を期待して

いるか

それをどのように提供するか

顧客セグメント
誰のために価値を提供するか

最も重要な顧客は誰か

チャネル
顧客へどのようにアプローチするか

それをどのように実現するか

収入
顧客は提供される価値にお金を払うか

顧客は何を買っているか

どのように払うか

コスト
どの資源に最もコストがかかるか

どの活動に最もコストがかかるか

出所：BizMake Mediaの情報をもとに作成

• Amazonのサービスを利

用する多くのエンドユーザ

• 自社の製品を販売した

い事業者

• 出店企業

• アマゾン支払いのグロー

バルパートナープログラム

ビジネスモデルキャンバス記載例（Amazon ECのみ）

• プラットフォーム開発

• メンテナンス

• プラットフォーム

• 知財

• 物流

• クリック履歴や購入履

歴を用いたページのパー

ソナライズによる購入の

利便性

• 企業が消費者に商材や

販売する圧倒的なユー

ザ数を抱えたプラット

フォーム

• 自動化されたサービス

• レコメンドなどで継続的

な関係を構築

• 小売りの売り上げ

• 仲介手数料

• 大型倉庫、事務所の維持費、管理費

• 人件費

• ソフトウェアの開発費

• Webサイト

• モバイルアプリ
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• 企画書作成における留意点

44

開始 ～ 終了 ラップ 内容

14:50 ～ 14:55 5分 本研修の目的

14:55 ～ 15:10 15分

JICA 中小企業・SDGsビジネス支

援事業の概要説明（募集形態、

企画書の目的や位置づけ）

15:10 ～ 15:40 30分

企画書の形式と評価のポイント

（ニーズ確認調査、ビジネス化実

証事業）

15:40 ～ 16:10 30分
個人ワーク➀～③

（ワーク＋解説）

16:10 ～ 16:20 10分
企画書に挿入する為のビジネスス

キーム図の書き方

16:20 ～ 16:35 15分 個人ワーク④（ワーク＋解説）

16:35 ～ 16:50 15分
その他のビジネススキーム資料サン

プル

16:50 ～ 16:55 5分 企画書作成における留意点

16:55 ～ 17:20 25分 Q&A

- 事後アンケート
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企画書作成における留意点（審査側の視点から）

前提：開発途上国の社会・経済発展のための課題解決に貢献し得る

ビジネスモデル、開発課題解決への貢献可能性を確認するために

◼提案製品・技術・サービスの範囲を明確に（ビジネスモデルの中で提案法人から顧客に提供するものは何

か？何の提供に対して資金を得るのか？）

◼提案製品・技術・サービスの独自性・優位性・革新性、提案法人が事業展開することの強み・付加価値を、

客観的に判断できる情報と共に説明するように

◼ビジネスモデルが成立すること、ビジネス成功を通じて開発課題解決への道筋が立つことの仮説を、論理的

に説得力を持って説明するように

本制度利用の必要性・妥当性を確認するために

◼想定しているビジネスの実現に向け、この一環として本制度を利用することにより何を調査・実証すれば仮

説が検証できるのかを明らかに

◼自社のビジネス展開の検討状況、調査で確認したいこと、調査終了時に目指す姿を踏まえて、適切な支援ス

キームに応募するように

提案内容を正しく理解するために

◼専門用語を多用せず平易な説明を

◼前項目で記載した内容を踏まえて次項目を記載し、企画書を読み進める順で項目間の因果関係が整理されて

いるように

独立行政法人国際協力機構
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• Q&A

46

Q&Aより質問事項のご入力をお願い致します
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企業共創プラットフォームとは

（1）開発途上国でのビジネスや開発インパクトの創出に向けた知見・ノウハウの共有

（2）制度活用企業同士の交流イベント等、ネットワーキング機会の提供

（3）企業間マッチングやビジネスアイデアのブラッシュアップ等、ビジネス化支援の提供

活動内容

開発途上国の課題解決に貢献し得るビジネスを推進していくために、民間企業、金融機関、大学・研究機関、
地方自治体、各種支援機関、海外ドナー・NGO、JICAが情報・ノウハウ・経験を共有し、共創・協働の機会を
得るための交流の「場」です。

特定の地方、分野、国・地域等について関心のある本制度活用企業同士の各種交流イベントを開催するほか、
現地パートナー企業とのビジネスマッチング機会の提供、本事業への応募を検討する企業に向けたビジネスア
イデアのブラッシュアップ機会の提供等を実施します。

お申し込みはこちら ＞＞＞

メールマガジン

各種イベント情報・公示情報・企業様のネット
ワークづくり・海外展開等に関する情報を定期的
にお送りします。是非ご登録ください。

JICA中小企業・SDGsビジネス支援事業の関連情報、
企業の取り組み事例、国内外のビジネス関連セミ
ナー情報などをお届けします。

facebookページはこちら＞＞＞

民間連携事業 公式Facebookページ

https://www.jica.go.jp/priv_partner/platform/index.html➢ ウェブサイト：

企業共創プラットフォーム

https://forms.office.com/pages/responsepage.aspx?id=Qvyp64hVMU2KTm4b950xwN9mcMg8TO9Km3emHOFYZ35UM0k5SzhBRUhVNFY5VE1DRU5YMFlMVVpIViQlQCN0PWcu
https://www.facebook.com/jicappp
https://www.jica.go.jp/priv_partner/platform/index.html
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＜分野別＞ 開発途上国ビジネスニーズセミナー（全５回）

【開催済み】第1回
2023年6月28日（水）14:00～15:30

人間開発分野
（保健医療、栄養改善、教育、社会保障等）

【開催済み】第2回
2023年7月 5日（水）14:00～15:30

経済開発分野
（農業・農村開発、民間セクター開発（産業振興）等）

第3回
2023年7月12日（水）14:00～15:30

社会基盤分野
（運輸・交通、都市・地域開発、資源・エネルギー等）

第4回
2023年7月19日（水）14:00～15:30

ガバナンス・平和構築分野
（デジタル化促進、金融システム、ジェンダー平等等）

第5回
2023年7月26日（水）14:00～15:30

地球環境分野
（気候変動、自然環境保全、環境管理、水資源・水供給、
防災・災害対策等）

✓ 開発途上国に存在するビジネスニーズを紹介
✓ ビジネス展開国を選ぶ際の視点や、ビジネスモデルの検討する際に押さえるべきポイントの説明
✓ 実際のビジネスの事例紹介 など

詳細・申込はこちら ↓
https://www.jica.go.jp/priv_partner/information/event/2023/20230606_1.html

★開催済みセミナーの動画も近日公開予定です★

https://www.jica.go.jp/priv_partner/information/event/2023/20230606_1.html
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アンケートへのご回答をよろしくお願いします

全3日間の研修のうち、本コマが最後の受講となる皆様は、

アンケートへのご回答をお願いします

アンケートは以下QRコードを読み取って回答ください

https://forms.office.com/e/ubbdHGTaHe

https://forms.office.com/e/ubbdHGTaHe
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